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●活動内容●活用スキーム

例 ） 日南海岸地域シーニックバイウェイ推進協議会（宮崎県）

・道路法改正により、道路協力団体制度創設（H28.4）。
・平成29年度末現在、直轄国道で30団体が指定され、そのうち9団体が風景街道パートナーシップを構成する
組織。

②道路協力団体美しい国土景観の形成

<道路協力団体制度を活用したサイクル利便施設の設置・運営>

◆サイクリストをもてなすサイクルレスト「よってね！」を設置。サイクリストウェルカムな環
境づくりを行うとともに、地域まちづくり団体やサイクリング協会と連携し、地域資源を楽し
むサイクルイベントの開催を行っている。

◆道路協力団体活動として、サイクリストを対象としたベンチ、サイクルラック、自動販
売機、露店等の利便施設を設置・管理し、収益により道路の維持・管理を充実させている。

駐輪場/サイクルラック 自動販売機

日南海岸きらめきライン/H29
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●加盟の条件
Ⅰ人口が概ね１万人以下であること
Ⅱ地域資源が二つ以上あること

• 景観：生活の営みにより作られた景観（伝統的なまちなみ等）
• 文化：昔ながらの祭りや芸能、郷土文化など

Ⅲ連合が評価する地域資源を生かす活動があること
• 美しい景観に配慮したまちづくりを行っている
• 住民による工夫した地域活動を行っている
• 地域特有の工芸品や生活様式を頑なに守っている

●北海道上川郡美瑛町●連合統一案内看板

・「資格委員会」にて新規加盟審査、
５年ごとの再審査を実施。

・各加盟町村地域は、北海道、東北、
関東中部等の各ブロックに所属。

・加盟町村地域が直面する課題に向
けての自主的テーマ別課題解決組
織(テーマ別活動部会)を設置。

※岩木山観光協会ＨＰより

※「日本で最も美しい村」連合ＨＰより

・日本の農山漁村の景観・文化を守りつつ 最も美しい村としての自立を目指す活動（H17開始）であり、
当初7町村から活動を開始。

・現在53町村10地域が加盟（H30.1現在）、5年ごとに再審査を実施。

③「日本で最も美しい村」連合美しい国土景観の形成

●連合の組織

※H30.1現在



２．社会動向の変化

32

●道路デザイン指針（案）（H29.10改定）
・道路空間の再構築など時代に合わせた見直し ※写真は大手前通り（姫路市）

●景観に配慮した道路附属物等ガイドライン（H29.10策定）
・適用範囲を防護柵以外の道路附属物全般に拡大

・道路デザイン指針（案）（H17.4策定）及び景観に配慮した防護柵の整備ガイドライン（H16.3策定）が
H29.10に改定。

④道路デザイン指針（案）及び景観に配慮した道路附属物等ガイドライン美しい国土景観の形成
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<重点道の駅に想定される機能>

H26選定:6駅

H26選定:35駅、H27選定:38駅

H26選定:49駅

<全国モデル｢道の駅｣6駅>

・優れた「道の駅」を関係機関と連携して重点支援する制度であり、H26.8創設。
・全国モデル｢道の駅｣としてH26に6駅、重点｢道の駅｣としてH26に35駅、H27に38駅選定。
・道の駅はH30年4月までに1,145駅が登録。

地域活性化 ① -１ 道の駅[全国モデル・重点]
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<H28テーマ概要>

<認定の流れ>
<H29テーマ概要>

※全国モデル・重点道の駅も概ね同様の流れで認定を実施

・道の駅の質的向上に向けた取り組みとして、全国各地の「道の駅」の模範 となって質的向上に寄与する
“特定テーマ型モデル「道の駅」”をH28年度より募集。

・H28は｢住民サービス｣をテーマに6駅選定、H29は｢地域交通拠点｣をテーマに7駅選定。

地域活性化 ①-２ 道の駅[特定テーマ型]

※肩書きはH28当時
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・各地域がそれぞれの特徴を活かし自律的で持続的な社会を創生できるよう、「まち・ひと・しごと創生法」
（H26.11施行）に基づき、情報、人材、財政面でサポート。

地域活性化 ②地方創生［まち・ひと・しごと創生法］

※内閣府 地方創生推進事務局ＨＰより
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●新宿モア（東京都新宿区） ●日本大通りオープンカフェ（神奈川県横浜市）

●久屋大通りオープンカフェ（愛知県名古屋市）

・地域の賑わい創出のためのイベントの場やオープンカフェとしての道路の利用など、道路空間活用への期待
の高まりを受けて、地方自治体やエリアマネジメント団体などの地域活動を円滑に実施するための手法を取
りまとめた「道を活用した地域活動の円滑化のためのガイドライン」をH28.3に改定。

地域活性化 ③道を活用した地域活動の円滑化
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●「全国エリアマネジメントネットワーク」の概要 ●NPO法人大丸有ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ協会（東京都）

●札幌大通りまちづくり株式会社（北海道）

全国のエリアマネジメント組織による連携、協議の場を提供し、
エリアマネジメントに係る政策提案、情報共有及び普及啓発を行
い、行政との連携を通じてエリアマネジメントの発展を支えることを
目的に発足。

役
員

会長（1名）

副会長（3名）

幹事（4名）

監査役（2名）

部会長（1名）

事
務
局

NPO 法人大丸有ｴﾘｱﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄ協会（リガーレ）

（一財）森記念財団 等

会
員
数

種別 団体数

正会員 83

ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ団体 36

法人 14

個人 33

一般賛助会員 14

オブザーバー 23

合計 120

（2017年7月31日現在）

【活動内容】
・ ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの深化に向けた政策・制度提案
・ ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ組織間の情報共有・連携促進
・ ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに対する理解・賛同を得るためのﾊﾟﾌﾞﾘｯｸﾘﾚｰｼｮﾝｽﾞ 等

【組織】

【目的】

※「札幌大通りまちづくり株式会社」HPより

※「NPO法人大丸有エリアマネジメント協会」HPより

・大都市の都心部、地方都市の商業地、郊外の住宅地など全国各地で取り組みが実践され、H28.7には
「全国エリアマネジメントネットワーク」が発足。

・「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」（H30.6閣議決定）にも位置づけられている。

地域活性化 ④エリアマネジメント
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・訪日外国人旅行者数は、平成19（2007）年：835万人/年→平成24（2012）年：836万人/年→
平成27（2015）年：1,974万人/年→平成29（2017）年：2,869万人/年と増加している。

・政府は平成28年3月30日に策定した「明日の日本を支える観光ビジョン」において、訪日外国人旅行者数の
目標人数を2020年に４千万人、2030年に６千万人とすることを掲げている。

観光振興 ①訪日外国人旅行者増加

※観光庁ＨＰより
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・インバウンドの地方への誘客を図るため、地域が推進する取り組みをパッケージで支援し、海外に発信。
・H27.6に7ルートの計画を認定し、H30.7現在は全国11ルート。

観光振興 ②広域観光周遊ルート

※観光庁ＨＰより


